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他市・山口県の市民参画に類する条例逐条比較表（項目別）  

市民活動促進 市民協働推進  

横浜市 箕面市 仙台市 横須賀市 
山口県 

下関市 
横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 

（市民参加条例―一部抜粋―） 

仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

公布  １２・３・２７ 公布  １１・６・２９ 

（公布  ９・３・３１） 

公布  １１・３・１６ 公布  １３・３・３０ 未公布    

施行  １２・７・１ 施行  １１・１０・１ 

（施行  ９・４・１） 

施行  １１・４・１ 施行  １３・７・１ 施行  １４・４・１ 予定  

（前文） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  市民のニーズが多様化、個別化する中に

あって、より豊かな市民生活を築くために

は、行政及び企業の活動のみならず、地域

住民組織の活動をはじめ、ボランティア活

動など非営利で公益的な市民活動も加えた

多様な主体によって地域の活動が担われる

多元的な社会への展開が必要とされてい

る。 

  市民活動は、自発性、柔軟性、独創性と

いった多くの特性を持っており、本来自主

的、自立的に行われるものであるが、一方

で市民活動と行政とが互いに長所を認め合

い、適切なパートナーシップの関係を築き、

協働した活動を進めることが求められてい

る。 

  こうした協働に当たっては、その活動内

容などが市民に開かれていることが重要と

なってくる。 

  横浜市はこうした市民活動を市民の理解

のもとに推進し、市民一人ひとりが豊かに

暮らせる地域社会の実現を目指すためこの

条例を制定する。 

 

 

 

  私たち箕面のまちづくりは、まちの個性

をつくり出し、真に豊かに暮らせるような

地域社会を実現することです。それは、多

様で多元的な選択肢のある社会であり、市

と市民や事業者がその責務と役割に基づい

て協働し、連携していくことによって達成

されます。 

  多様な価値観をもった人々の複雑かつ多

岐にわたる地域のニーズに対して、これま

での諸制度では、応えきれない状況を生み

出しています。こうした社会状況を切り開

くものとして大きな期待を寄せられている

ものに、市民の自由で柔軟な発想による営

利を目的としない社会貢献活動がありま

す。 

  これまで、専ら市が担ってきた公共の分

野において、市民の自発的で自主的な意思

による社会貢献活動を行う非営利団体が社

会サービスの供給主体として、確固たる事

業を行うことが求められています。また、

これらの非営利団体による社会貢献活動

は、地域社会でさまざまな思いを持つ人々

に生きがいのある魅力的な活動の場を提供

することにもなります。 

  こうした社会を実現するためには、まち

づくりの主体である市民が、自らの意思で、

さまざまな課題の解決に取り組んでいく社

会貢献活動を、市と市民や事業者がそれぞ

れの役割を尊重しながら協働して支え、促

進していくことが大切です。 

  私たちは、このような市民の社会貢献活

動の意義を確認し、その健全な発展を促進

することにより、市民一人ひとりが真に豊

かに暮らせるような地域社会の実現をめざ

すことを決意し、この条例を制定します。 

  わたしたちのまち仙台には、市民の力で

守り育んできた美しい緑や街と人々のふれ

あいとが、かけがえのない共有の資産とし

て脈々と受け継がれている。魅力ある街並

みと景観を創りあげてきた力、清流広瀬川

をよみがえらせた力、スパイクタイヤを全

廃に導き市民の健康を守り続けてきた力、

そして、コミュニティを育んできた力、こ

れらの市民の力が今日の仙台を創り、全国

に「杜の都仙台」の名を広く知らしめてき

た。 

  このような先人たちのたゆみない努力に

よって培われた市民の自発的で公益的な活

動は、今日もなお、この仙台の至るところ

で、そして、あらゆる分野で多彩に繰り広

げられている。 

  社会情勢のさまざまな変化に伴い、物質

的な豊かさから心の豊かさへと人々の意識

は推移し、新たな課題に対応する社会シス

テムの構築が急がれている。わたしたち仙

台市民は、二十一世紀の仙台の都市づくり

は、市民と事業者と行政とが適切な役割の

もとでパートナーシップを構築し、市民の

主体的な参画のもとに、協働を基調として

行われなければならないと考える。 

  このような認識のもと、市民公益活動の

自主性を尊重しながら、その活動を積極的

に支えるとともに、その環境の整備を推進

し、もって、市民が互いに支えあう「二十

一世紀都市仙台」を構築するため、本条例

を制定するものである。 

 

 

 

  明るく住みよい、生き生きとした地域社会を築
きたい、自然に恵まれた、美しく健康的な環境

を次の世代に引き継ぎたいというのは、私たち
横須賀市民の心からの願いです。  

 しかし、時代の大きな変化に伴う市民ニーズ
の個性化や多様化、社会が直面するさまざまな

困難な課題を考えれば、そうした理想のまちづ
くりが、一方的な要求や他人任せで実現できる
ものでないことは言うまでもありません。  

一人ひとりの市民が、まず自分自身が社会のた
めに何ができるかという自立精神や公共精神を

問い直すことが出発点となるでしょう。  
 そのうえで、個々の市民、さまざまな市民公

益活動グループや団体、企業その他の組織、そ
れに市や関係機関が、相互にそれぞれの存在意

義を理解し尊重し合い、対等の立場で連携、協
力し、互いの足りない点を補いつつ持てる力を

発揮する、真のパートナーシップによる「市民
協働」がこれからのまちづくりの基本になると

確信します。  
 わが国では地方分権が推し進められる一方

で、平成 10年 12月には特定非営利活動促進法
が施行され、市民の公益的活動やＮＰＯ（民間
非営利組織）に対する期待が大きく高まってい

ます。  
横須賀市民の間でもさまざまな市民公益活動が

展開され、その特性といわれる自主性、先駆性、
機敏性、専門性、多様性、地域性、広域連帯性

等を発揮した、重要な市民公益活動が行われて
います。  

 横須賀市では、横須賀市基本構想（平成９年
３月25日議決）の中に、まちづくりの推進姿勢

として「市民協働によるまちづくり」を位置付
け、さまざまな施策を展開しています。  

今後は、市民による自発的な活動や市民公益活
動の意義を一層深く認識し、その自主性、自立

性を尊重しながら、節度のあるパートナーシッ
プをもって、市民協働によるまちづくりを推し
進めることにより、将来にわたって市民が誇り

の持てる個性豊かな地域社会の実現を目指し
て、ここに、この条例を制定します。 

  山口県においては、明治維新で発揮され

た進取の気風が県民の心に脈々と受け継が

れており、現在においても、多くの県民が、

何らかの形で社会に参加し、社会に貢献す

ることに生きがいを見出している。 

 一方、今我が国は分権の時代を迎え、均

質さを求める社会から個性を尊重する社会

へ、中央から地方へ、官から民へと、社会

のあり方が大幅な見直しを迫られている。 

 このような時代において、新しい社会の

システムを構築し、豊かな暮らしを実現し

ていくためには、県民が県民活動を通じて、

自主的かつ主体的に、それぞれの個性に応

じた役割を果たしていくことが重要であ

る。 

 こうした中、西暦二千一年に開催された

山口きらら博においては、県民ボランティ

アの進取の気風が遺憾なく発揮され、二十

一世紀の幕開けに当たり、県民活動の限り

ない可能性が証明された。 

 この可能性を次代に引き継ぎ、県民の協

働による県づくりを進めていくことは、私

たち山口県民の責務である。 

 ここに、私たちは、県民一人一人が生き

生きと輝く、元気で魅力あふれる山口県を

創造することを決意し、県民活動の促進に

取り組むため、この条例を制定する。 
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※条例全体に関わる部分  
（目的） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

第 1 条  この条例は、市民活動の推進に関

する施策の基本的事項を定め、横浜市（以

下「市」という。）及び市民活動を行うもの

の責務を明らかにするとともに、市民活動

の推進を図り、もって活力ある地域社会の

実現に寄与することを目的とする。 

 

 

 

第 1 条  この条例は、市民の社会貢献活動

のより一層の発展を促進するための基本理

念を定め、市の責務並びに市民、事業者及

び非営利公益市民活動団体の役割を明らか

にするとともに、非営利公益市民活動の促

進に関する基本的な事項を定めることによ

り、地域社会の発展に寄与することを目的

とする。 

市民参加条例からの抜粋 

第１条 この条例は、まちづくりにおける

市民参加の基本的な事項を定めることによ

り、市と市民が協働し、地域社会の発展を

図ることを目的とする。 

第 1 条  この条例は、市民公益活動の促進

について基本理念を定め、並びに市、市民

公益活動を行う者及び事業者の責務を明ら

かにするとともに、市民活動サポートセン

ターの設置その他の市民の市民公益活動の

促進に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、当該施策を総合的かつ計画

的に推進し、もって個性と魅力ある都市の

創造に資することを目的とする。 

第１条 この条例は、市民協働の推進に関す

る基本理念を定め、市民、市民公益活動団

体、事業者及び市が対等な立場で、お互い

に良きパートナーとして役割を分担し、公

益の増進を図り、もって魅力と活力ある地

域社会の発展に寄与することを目的とす

る。 

第１条 この条例は、県民活動の促進につ

いて、基本理念及び施策の基本となる事項

を定めることにより、県民活動の促進を図

り、もって県、市町村、事業者、県民活動

団体及び県民の協働による県民生活の質的

向上及び個性豊かな地域社会の実現に資す

ることを目的とする。 

 

 

（定義） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

第 2 条  この条例において「市民活動」と

は、営利を目的とせず、自主的に行う、不

特定かつ多数のものの利益の増進に寄与す

ることを目的とする活動であって、次の各

号のいずれにも該当しないものをいう。 

（１）宗教上の教義を広め、儀式行事を行 

    い、及び信者を教化育成することを目 

    的とする活動 

（２）政治上の主義を推進し、支持し、又 

    はこれに反対することを目的とする活 

    動 

（３）特定の公職（公職選挙法（昭和25 

    年法律第100号）第3条に規定する公 

    職をいう。以下同じ。）の候補者（当該 

    候補者になろうとする者を含む。）若し 

    くは公職にある者又は政党を推薦し、 

    支持し、又はこれらに反対することを 

    目的とする活動 

（４）公益を害するおそれのあるものの活 

    動 

 

 

 

第 2 条  この条例において「非営利公益市

民活動」とは、市民が市の区域内において

自発的かつ自律的に行う営利を目的としな

い社会貢献活動をいう。ただし、次に掲げ

る活動を除く。 

一  宗教の教義を広め、儀式行事を行い、 

  及び信者を教化育成することを主たる目 

  的とする活動 

二  政治上の主義を推進し、支持し、又は 

  これに反対することを主たる目的とする 

  活動 

三  特定の公職（公職選挙法（昭和25年法 

  律第100号）第3条に規定する公職をい 

  う。以下同じ。）の候補者（当該候補者に 

  なろうとする者を含む。）若しくは公職に 

  ある者又は政党を推薦し、支持し、又は 

  これらに反対することを目的とする活動 

２  この条例において「非営利公益市民活

動団体」とは、市の区域内に事務所又は活

動の拠点を置き、非営利公益市民活動を行

うこと主たる目的とする団体をいう。 

３  この条例において「事業者」とは、営

利を目的とする事業を行う者をいう。 

市民参加条例からの抜粋 

第２条 この条例において「市民参加」と

は、市の意思形成の段階から市民の意思が

反映されること及び市が事業を実施する段

階で市と市民が協働することをいう。 

２ この条例において「協働」とは、市と

市民がそれぞれに果たすべき責任と役割を

自覚し、相互に補完し、協力することをい

う。 

第2条  この条例において「市民公益活動」

とは、市民が自発的に行う公益性のある活

動で営利を目的としないもの（事業者が行

う同様の活動を含む。）をいう。 

第２条 この条例において「市民協働」とは、

市民、市民公益活動団体、事業者及び市が

その自主的な行動のもとに、お互いに良き

パートナーとして連携し、それぞれが自己

の知恵及び責任においてまちづくりに取り

組むことをいう。  

２ この条例において「市民公益活動」とは、

市民及び事業者の自発的な参加によって行

われる公益性のある活動をいう。ただし、

次に掲げるものを除く。  

(１) 専ら直接的に利潤を追求することを

目的とする経済活動  

(２) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、

及び信者を教化育成することを主たる目的

とする活動  

(３) 政治上の主義を推進し、支持し、又は

これに反対することを主たる目的とする活

動  

(４) 特定の公職（公職選挙法（昭和25年

法律第 100号）第３条に規定する公職をい

う。以下同じ。）の候補者（当該候補者にな

ろうとする者を含む。）若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対することを目的とする活動  

３ この条例において「市民公益活動団体」

とは、市民公益活動を行う団体をいう。  

４ この条例において「公益性」とは、不特

定多数の者の利益その他の社会の利益をい

う。  

５ この条例において「事業者」とは、営利

を目的とする事業を行う個人又は法人をい

う。 

第２条 この条例において「県民活動」と

は、県民の自主的かつ主体的な営利を目的

としない活動のうち、特定非営利活動促進

法（平成十年法律第七号）別表に掲げる活

動並びに地縁に基づき地域社会の維持及び

形成を図る活動であって、不特定かつ多数

のものの利益の増進に寄与することを目的

とするものをいう。 

２ この条例において「県民活動団体」と

は、組織的かつ継続的に県民活動を行うこ

とを主たる目的とする団体であって、その

行う活動が次の各号のいずれにも該当する

ものをいう。 

 一 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、

及び信者を教化育成することを主たる目的

とするものでないこと。 

 二 政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対することを主たる目的とする

ものでないこと。 

 三 特定の公職（公職選挙法（昭和二十

五年法律第百号）第三条に規定する公職を

いう。以下同じ。）の候補者（当該候補者に

なろうとする者を含む。）若しくは公職にあ

る者又は政党を推薦し、支持し、又はこれ

らに反対することを目的とするものでない

こと。 

 四 営利を目的とするものでないこと。 
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（基本原則・基本理念） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（協力して事業を行う場合の基本原則） 

第 5 条  市民活動を行うもの及び市は、協

力して事業を行うに当たっては、次に掲げ

る基本原則に基づき事業を進めるものとす

る。 

（１）市民活動を行うもの及び市は、対等 

    な立場に立ち、相互に理解を深めるこ 

    と。 

（２）市民活動を行うもの及び市は、当該 

    事業について目的を共有するととも 

    に、その情報を公開すること。 

（３）市は、市民活動の自主性及び自立性 

    を尊重すること。 

（基本理念） 

第 3 条  市、市民、事業者及び非営利公益

市民活動団体は、非営利公益市民活動が豊

かな地域社会の形成に向けて果たす役割を

認識し、それぞれの責務と役割のもとに協

働し、その発展に努めなければならない。 

２  非営利公益市民活動の促進に当たって

は、非営利公益市民活動団体の自主性と自

立性が尊重されなければならない。 

市民参加条例からの抜粋 

（市民参加の推進に関する基本理念） 

第３条 市民参加の推進は、市民のもつ豊

かな社会経験と創造的な活動を通して、市

と市民が協働して市民福祉の向上と将来の

より良いまちづくりの実現を図ることを基

本理念として行われるものとする。 

２ 市民参加は、地方自治の本旨に基づき

適正に運営されなければならない。 

（基本理念） 

第 3 条  市民公益活動の促進は、市、市民

公益活動を行う者及び事業者がそれぞれの

責務を認識し、次に掲げる事項を達成する

ことにより、市民公益活動をより活力のあ

るものとすることを目的として行われなけ

ればならない。 

一  市民公益活動を行う者、事業者及び市 

  が市民公益活動の多様性、自発性その他 

  の特性を認識し、その社会的意義を理解 

  すること 

二  市民公益活動を行う者、事業者及び市 

  がそれぞれの役割に配慮し、良好な協働 

  関係を構築すること 

（基本理念） 

第３条 市民、市民公益活動団体、事業者及

び市は対等の立場でそれぞれの責務及び役

割を理解し、市民協働型社会の発展に努め

なければならない。  

２ 市民、市民公益活動団体、事業者及び市

は、市民協働を推進するため、情報を共有

するとともに、相互に参加及び参画を図ら

なければならない。  

３ 市は、市民公益活動の自主性及び自立性

を尊重しなければならない。  

４ 市の市民公益活動団体に対する支援は、

公益性に基づき、公正に行われなければな

らない。 

（基本理念） 

第３条 県民活動は、県民の自主性及び主

体性が尊重されること並びに県民自らの責

任において行うことができるようにするこ

とを旨として、促進されなければならない。 

２ 県民活動の促進に当たっては、県民活

動が県民活動団体及び県民の個性に応じて

行われるように配慮されなければならな

い。 

３ 県民活動の促進に当たっては、県、市

町村、事業者、県民活動団体及び県民の相

互理 解の下にそれぞれの特性が生かされ

るように配慮されなければならない。 

 

 

（委任）※この項目は通常条例の末尾にきます。 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（委任） 

第11条  この条例に定めるもののほか、こ

の条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

（委任） 

第14条  この条例に定めるもののほか、非

営利公益市民活動の促進に関し必要な事項

は、規則で定める。 

市民参加条例からの抜粋 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

（委任） 

第 22 条  この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が定める。 

（その他の事項）  

第 12 条 この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 

  特に規定なし  
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（第三者機関の設置）  下線は事務局で付記 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（横浜市市民活動推進委員会の設置） 

第８条  市長の諮問に応じ、市民活動の

推進に関し必要な事項を調査審議するた

め、市長の附属機関として、横浜市市民

活動推進委員会（以下「委員会」という。」

を置く。 

２  委員会は、市民活動の推進に関し必

要な事項について、市長に意見を述べる

ことができる。 

３  委員会に、必要に応じ部会を置くこ

とができる。 

（組織） 

第９条  委員会は、委員１０人以内をも

って組織する。 

２  委員は、次に掲げる者のうちから、

市長が任命する。 

（１）学識経験のある者 

（２）市民活動を行うものの代表者 

（３）前 2 号に掲げる者のほか、市長が

適 

    当と認める者 

（委員の任期） 

第10条  委員の任期は、２年とする。た

だし、委員が欠けた場合における補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２  委員は、再任されることができる。 

 

 

 

（促進委員会） 

第 12 条  非営利公益市民活動の促進に関

し、市長の諮問に応じ、及び前条の意見等

について調査審議するため、箕面市非営利

公益市民活動促進委員会（以下「促進委員

会」という。」を置く。 

２  促進委員会は、委員１５人以内で組織

し、識見を有する者及び非営利公益市民活

動団体の関係者その他市長が適当と認め

る者のうちから、市長が任命する。 

３  委員の任期は、２年とする。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

４  促進委員会に会長を置き、委員の互選

によってこれを定める。 

  一  会長は、会務を総理し、促進委員会 

    を代表する。 

  二  会長に事故があるとき、又は会長が 

    欠けたときは、会長があらかじめ指名 

    する委員がその職務を代理する。 

５  促進委員会の会議は、会長が招集し、

会長がその議長となる。 

  一  促進委員会は、委員の二分の一以上 

    が出席しなければ開くことができな 

    い。 

  二  促進委員会の議事は、出席委員の過 

    半数で決し、可否同数のときは、議長 

    の決するところによる。ただし、議事 

    に直接の利害関係を有する委員は、表 

    決に加わることができない。 

６  促進委員会に、必要に応じて部会を置

くことができる。 

  一  部会に属する委員は、会長が指名す 

    る。 

  二  部会に部会長を置き、会長が指名す 

    る委員がこれに当たる。 

  三  部会長は、部会の会務を掌理し、部 

    会における審議の状況及び結果を促

進 

    委員会に報告する。 

７  促進委員会の運営に関し必要な事項

は、会長が促進委員会に諮って定める。 

 

（報酬及び費用弁償） 

第 13 条  委員の報酬及び費用弁償の支給

に関しては、箕面市報酬及び費用弁償条例

（昭和29年箕面市条例第10号）の定める

ところによる。 

第 3 章  市民公益活動促進委員会 
第 9 条  市民公益活動の促進に関し必要

な事項を調査審議するため、促進委員会を

置く。 

２  促進委員会は、市長の諮問に応じ、次

に掲げる事項を調査審議する。 

  一  基本方針に関する事項 

  二  前号に掲げるもののほか、市民公益 

    活動の促進に関し必要な事項 

３  促進委員会は、委員１２名以内で組織

する。 

４  委員は、次に掲げる者のうちから市長

が委嘱する。 

  一  学識経験者 

  二  市民公益活動を行う者 

  三  前二号に掲げる者のほか、市長が適 

    当と認める者 

５  委員の任期は、二年とする。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

６  委員は、再任されることができる。 

７  第３項から前項までに定めるものの

ほか、促進委員会の組織及び運営に関し必

要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

 

（審議会）  

第 11 条 次に掲げる事項を担任するた

め、本市に地方自治法（昭和22年法律第

67号）第 138条の４第３項の規定による

附属機関として横須賀市市民協働審議会

（以下「審議会」という。）を設置する。 

(１) 市民協働の推進及び進ちょくに関

すること並びに市民協働に関する助成の

在り方について、市長等の執行機関の諮

問に応じ、審議し、及び答申すること。  

(２) 前号に掲げる事項について、調査審

議し、市長等の執行機関に意見を述べる

こと。  

２ 審議会は、委員 15 人以内をもって組

織する。  

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長

が委嘱し、又は任命する。  

(１)公募市民  

(２)市民公益活動団体関係者  

(３)事業者  

(４)学識経験者  

(５)市職員  

(６)その他市長が適当と認める者  

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、

補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。  

５ 前４項に定めるもののほか、審議会の

運営について必要な事項は、規則で定め

る。 

 

（山口県県民活動審議会） 

第15条  県民活動に関する重要事項に

ついての調査及び審議並びに県民活動

に関する施策についての建議に関する

事務を行わせるため、審議会を置く。 

２ 審議会は、委員二十人以内で組織す

る。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから、

知事が任命する。 

 一 学識経験のある者 

 二 県民活動団体を代表する者 

 三 事業者を代表する者 

 四 市町村の長を代表する者 

４ 前三項に定めるもののほか、審議会

の組織及び運営について必要な事項は、

規則で定める。 
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※主として市民活動の推進に関わる部分 

（市の責務） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（市の責務） 

第 3 条  市は、市民活動の推進に資する施

策により、市民活動が活発に行われる環境

づくりに努めるものとする。 

（市の責務） 

第 3 条  市は、基本理念に基づき、非営利

公益市民活動に関する理解を深め、自発的

で自主的な協力に努めるものとする。 

 

（市の責務） 

第 3 条  市は、前条に定める基本理念にの

っとり、市民公益活動の促進に関する基本

的かつ総合的な施策を策定し、及び実施す

る責務を有する。 

（市の役割）  

第７条 市は、第３条の基本理念に基づき、市

職員に対する市民協働に関する啓発、研修

等を実施して、職員一人ひとりによる市民協

働の重要性の認識を深めるよう努める。  

２ 市は、市民協働を推進するため、市民、市

民公益活動団体及び事業者の参加及び参画

を得て事業を行う等の適切な施策を実施する

よう努める。  

３ 市は、市民協働事業の計画から実施、検

証にわたるすべての段階で、その情報を原

則として公開しなければならない。  

４ 市は、市民公益活動が活発に行われる環

境の整備等の適切な施策を実施するよう努め

る。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する県民活動の促

進についての基本理念(以下「基本理念」とい

う。)にのっとり、県民活動に関する施策を総

合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（市町村との連携） 

第５条 県は、広域的な見地から県民活動に

関する施策の総合調整を行うため、施策を策

定し、及び実施するに当たっては、市町村と

の連携に努めるものとする。 

 

 

（市民活動団体等の責務） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  
（市民活動を行うものの責務） 

第 4 条  市民活動を行うものは、その特性

を生かしながら活動を行うとともに、活動

範囲が広く市民に理解されるよう努めるも

のとする。 

（非営利公益市民活動団体の役割） 

第 7 条  非営利公益市民活動団体は、基本

理念に基づき、非営利公益市民活動に努め

るとともに、その活動が広く市民に理解さ

れるよう努めるものとする。 

（市民公益活動を行う者の責務） 

第 5 条  市民公益活動を行う者は、その活

動の有する社会的責任を自覚し、活動内容

を広く知らせるよう努めるものとする。 

（市民公益活動団体の役割）  

第５条 市民公益活動団体は、第３条の基本

理念に基づき、自己の責任のもとに市民公

益活動を推進し、その活動が広く市民に理

解されるよう努める。 

（県民活動団体の責務） 

第 7 条 県民活動団体は、その行う県民活動に

ついて、自ら評価し、及び情報を県民に提供す

ることにより、県民活動についての県民の理解

が促進されるように努めるものとする。 

 

（市民の役割） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし （市民の役割） 

第 5 条  市民は、基本理念に基づき、非営

利公益市民活動に関する理解を深め、その

活動の発展と促進に協力するよう努めるも

のとする。 

 

市民参加条例からの抜粋 

（市民の責務） 

第５条 市民は、市民参加によるまちづく

りの推進について、自らの責任と役割を自

覚し、積極的な参加に努めるものとする。 

  特に規定なし （市民の役割）  

第４条 市民は、前条の基本理念に基づき、

自己が暮らす社会に関心を持ち、身の回り

のことについて、自らできることを考え、

行動するとともに、まちづくりに進んで参

加し、又は参画する意識を持つよう努める。 

２ 市民は、前条の基本理念に基づき、市民

公益活動に関する理解を深め、その活動の

発展及び促進に協力するよう努める。  

３ 前２項の市民の役割は、強制されるもの

ではなく、個々の市民の自発性に基づいて

行うものでなければならない。 

（県民の理解） 

第８条 県民は、県民活動が地域社会におい

て果たす役割についての理解を深めるように

努めるものとする。 

 

 

（事業者の役割） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし （事業者の役割） 

第 6 条  事業者は、基本理念に基づき、非

営利公益市民活動に関する理解を深め、そ

の活動の発展と促進に協力するよう努める

ものとする。 

（事業者の役割） 

第 6 条  事業者は、市民公益活動の意義を

理解するとともに、その促進に協力するよ

う努めるものとする。 

（事業者の役割）  

第６条 事業者は、第３条の基本理念に基づ

き、地域社会の一員として、市民協働に関す

る理解を深め、自発的にその推進に努める。  

２ 事業者は、市民公益活動団体がまちづくり

に果たす役割の重要性を十分理解し、自発的

に支援するよう努める。 

（事業者の配慮） 

第６条 事業者は、県民活動が地域社会にお

いて果たす役割についての理解を深めるよう

に努めるとともに、その実情に応じて、県民

活動の促進に配慮するものとする。 
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（市の実施すべき施策）   下線は事務局で付記 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（市の施策） 

第 6 条  市は、市民活動を推進するため、

情報及び活動場所の提供並びに財政的支援

等、予算の範囲内で適切な施策を実施する

ものとする。 

 

 

 

（助成等環境の整備） 

第 8 条  市は、非営利公益市民活動の促進

のために、必要な助成その他の環境の整備

に努めるものとする。 

 

 

第二章 市民公益活動促進のための 
       基本方針 

（基本方針） 

第 7 条  市長は、市民公益活動の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に実施するた

め、市民公益活動促進のための基本方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければな

らない。 

２  基本方針は、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

  一  市民公益活動の促進に関する市の基 

    本的な指針 

  二  市民公益活動の促進に関する市の基 

    本的な施策（以下「基本施策」という。） 

  三  前二号に掲げるもののほか、市民公 

    益活動の促進に関する重要な事項 

３  市長は、基本方針を定めようとすると

きは、市民公益活動を行う者、市民及び事

業者の意見を反映することができるように

必要な措置を講ずるとともに、仙台市市民

公益活動促進委員会（以下（促進委員会と

いう。）の意見を聴かなければならない。 

４  市長は、基本方針を定めたときは、速

やかに、これを公表しなければならない。 

５  前二項の規定は、基本方針の変更につ

いて準用する。 

（基本施策） 

第 8 条  基本施策には、市民公益活動の促

進に関する次に掲げる事項を定めるものと

する。 

一  活動の場所の整備に関すること 

二  市民公益活動を行う者、市民、事業者 

  及び市相互の連携及び交流の推進に関す 

  ること 

三  情報の収集及び提供に関すること 

四  人材の育成に関すること 

五  市民公益活動を行う者の活動資金に関 

  すること 

六  市民公益活動を行う者のための保険制 

  度に関すること 

七  市が行う施策への市民参加の推進に関 

  すること 

八  前各号に掲げるもののほか、基本施策 

  として必要な事項 

（市の役割）  

第７条 

  ・・・ 

２ 市は、市民協働を推進するため、市民、

市民公益活動団体及び事業者の参加及び参

画を得て事業を行う等の適切な施策を実施

するよう努める。  

  ・・・ 

４ 市は、市民公益活動が活発に行われる環

境の整備等の適切な施策を実施するよう努

める。 

（再掲） 

（基本計画） 

第９条 知事は、県民活動に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るため、県民

活動の促進に関する基本的な計画(以下「基

本計画」という。)を策定しなければならな

い。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

 一 総合的かつ長期的に講ずべき県民活

動に関する施策の大綱 

 二 前号に掲げるもののほか、県民活動

に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項 

３ 知事は、基本計画の案を作成しようと

するときは、あらかじめ、県民の意見を反

映することができるように適切な措置を講

ずるものとする。 

４ 知事は、基本計画を策定するに当たっ

ては、あらかじめ、山口県県民活動審議会

(以下「審議会」という。)の意見を聴かな

ければならない。 

５ 知事は、基本計画を策定したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本計画の変更につ

いて準用する。 

 

（税制上の措置） 

第１２条 県は、県民活動を促進するため、

必要な税制上の措置を講ずるように努める

ものとする。 

 

（県民活動促進期間） 

第１３条 県は、毎年、期間を定めて、県、

市町村、事業者、県民活動団体及び県民が

相互に連携して県民活動に対する意欲を高

めるための重点的な取組を推進するものと

する。 
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（助成） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（市の施策） 

第 6 条  市は、市民活動を推進するため、

情報及び活動場所の提供並びに財政的支援

等、予算の範囲内で適切な施策を実施する

ものとする。（再掲） 

（助成等環境の整備） 

第 8 条  市は、非営利公益市民活動の促進

のために、必要な助成その他の環境の整備

に努めるものとする。（再掲） 

第二章  市民公益活動促進のための 
        基本方針 
（基本施策） 

第8条 

  ・・・ 

五  市民公益活動を行う者の活動資金に関 

  すること（再掲） 

 

（財政的支援）  

第８条 市は、市民公益活動団体に対しその

活動を促進するため、予算の範囲内で、助

成金の交付等の財政的支援（以下「財政的

支援」という。）をするよう努める。  

２ 市民公益活動団体及び市長は、財政的支

援の手続きに係る書類又はその写しを一般

の閲覧に供しなければならない。  

３ 財政的支援を受けた市民公益活動団体

は、これを既得権とすることはできない。  

４ 前３項に定めるもののほか、財政的支援

に関する事項は、規則で定める。 

（財政上の措置） 

第１１条 県は、県民活動に関する施策を

推進するため、必要な財政上の措置を講ず

るように努めるものとする。 

 

（活動拠点）下線は事務局で付記 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（市の施策） 

第 6 条  市は、市民活動を推進するため、

情報及び活動場所の提供並びに財政的支援

等、予算の範囲内で適切な施策を実施する

ものとする。（再掲） 

  特に規定なし 

 

 

第二章   市民公益活動促進のための基本
方針 
（基本施策） 

第8条 

  ・・・ 

一  活動の場所の整備に関すること（再掲） 
第四章   市民活動サポートセンター 
（設置） 

第 10 条  市民公益活動を行う者の活動拠

点並びに市民公益活動を行う者、市民、事

業者及び市が連携し、及び交流することの

できる場所を提供することにより、第 3 条

の目的を達成するため、市民活動サポート

センター（以下「センター」という。）を設

置する。 

（名称及び位置）        第 11条 

（事業）                第 12条 

（使用者の範囲）        第 13条 

（使用の許可）          第 14条 

（使用料）              第 15条 

（使用料の返還）        第 16条 

（目的外使用の禁止）    第 17条 

（使用権の譲渡等の禁止）第18条 

（使用許可の取消し等）  第19条 

（管理の委託）          第 20条 

（運営への助言）        第 21条 

（市の役割）  

第７条 

  ・・・ 

４ 市は、市民公益活動が活発に行われる環

境の整備等の適切な施策を実施するよう努

める。 

（再掲） 

（拠点の整備） 

第10条 県は、県民活動を支援するための

拠点を整備するとともに、その充実に努め

るものとする。 

 

（業務の委託等） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし （公共サービスにおける参入機会の提供） 

第 9 条  市は、公共サービスの実施主体と

して、その事業の実施に当たっては、非営

利公益市民活動団体の参入機会の提供に努

めるものとする。 

  特に規定なし （行政サービスにおける参入機会の提供）  

第９条 市は、市民公益活動団体に対しその

活動を促進するため、専門性、地域性等の

特性を活かせる分野において業務を委託す

る等の行政サービスへの参入機会の提供を

するよう努める。 

  特に規定なし  
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（市民活動団体等の登録等）※業務の委託の条項を設けることにより付帯的に置かれた条文 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし （非営利公益市民活動団体の登録等） 

第10条  非営利公益市民活動団体は、前条

の参入機会を得ようとする場合は、次に掲

げる書類を添付した申請書を市長に提出し

て、非営利公益市民活動団体の登録を受け

なければならない。 

  一  規約又は会則（以下「規約等」とい 

    う。） 

  二  役員名簿 

  三  会員名簿 

２  前項の非営利公益市民活動団体の規約

等には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。 

  一  目的 

  二  名称 

  三  非営利公益市民活動の内容（その活 

    動に係る事業の内容を含む。） 

  四  事務所又は活動の拠点の所在地 

  五  役員及び会員に関する事項 

  六  会計に関する事項 

  七  前各号に掲げるもののほか、非営利  

      公益市民活動団体の運営に関する事 

    項 

３  第１項の非営利公益市民活動団体の役

員の定数は、代表者を含め三人以上を置か

なければならない。 

４  市長は、第１項の申請が非営利公益市

民活動団体の要件に適合すると認めるとき

は、その申請の内容については公開するも

のとする。 

５  前項の規定により登録された非営利公

益市民活動団体は、その登録の申請の内容

に変更があったとき、又は解散したときは、

速やかに、市長にその旨を届け出なければ

ならない。 

６  市長は、第四項の規定により登録され

た非営利公益市民活動団体が次の各号のい

ずれかに該当するときは、その登録を取り

消すものとする。 

  一  主として営利を目的とする活動を行 

    うこととなったとき。 

  二  第２条第１項各号に規定する活動を 

     行ったとき。 

  三  第１項の申請又は第５項の届出に関 

    し虚偽の事実があったとき。 

  四  第３項の役員の定数を充足すること 

    ができなくなったとき。 

  特に規定なし （登録制）  

第 10 条 前条の参入機会の提供を受けよう

とする市民公益活動団体は、次に掲げる書

類を添付した申請書を市長に提出して、あ

らかじめ登録を受けなければならない。こ

の場合において、当該市民公益活動団体に

は、代表者を含め役員を３人以上置くもの

とする。  

(１) 規約又は会則（以下「規約等」という。） 

(２) 役員名簿  

(３) 会員名簿  

２ 前項第１号の規約等には、次に掲げる事

項を記載しなければならない。  

(１) 設置目的  

(２) 団体の名称  

(３) 市民公益活動の内容（その活動に係る

事業の内容を含む。）  

(４) 事務所又は活動の拠点の所在地  

(５) 役員及び会員に関する事項  

(６) 会計に関する事項  

(７) その他団体の運営に関する事項  

３ 市長は、第１項の申請が市民公益活動団

体の要件に適合すると認めたとき は、当

該団体を登録し、その申請の内容について

公開するものとする。  

４ 前項の規定により登録された市民公益

活動団体は、申請書又は添付書類の内容に

変更があったとき又は解散したときは、速

やかに市長にその旨を届け出なければなら

ない。  

５ 市長は、第３項の規定により登録された

市民公益活動団体が次の各号のいずれかに

該当するときは、その登録を取り消すもの

とする。  

(１) 第２条第２項ただし書に規定する活

動を行ったとき。  

(２) 第１項の申請又は前項の届出に関し

虚偽の事実があったとき。  

(３) 第１項後段に規定する役員の定数を

充足することができなくなったとき。 

  特に規定なし  
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※既存施策の整理に関わる部分  

 

（広聴） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし （意見等の提出） 

第 11 条  市長は、非営利公益市民活動の

促進について非営利公益市民活動団体そ

の他関係者から意見等の提出があった場

合は、必要に応じてその意見等について調

査審議するものとする。 

  特に規定なし 

 

  特に規定なし   特に規定なし  

      

 

※情報公開に関わる部分  

 

（情報公開） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし 市民参加条例 

（市長の責務） 

第４条 市長は、市民自らがまちづくりに

ついて考え、行動することができるよう市

民参加の機会の提供に努めるとともに、市

民参加を円滑に推進するための行政情報の

公開に努めなければならない。 

（会議公開の原則） 

第６条 市の執行機関に置く附属機関の会

議は、規則で定める場合を除き、公開する

よう努めなければならない。 

  特に規定なし （市の役割）  

第７条  

  ・・・ 

３ 市は、市民協働事業の計画から実施、

検証にわたるすべての段階で、その情報を

原則として公開しなければならない。（再
掲）  

 

（年次報告） 

第１４条 知事は、毎年、県議会に、県民

活動の促進の状況及び県民活動に関する施

策について報告するとともに、これを公表

しなければならない。 

 

 

（市民活動団体等の情報公開） 

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

（事業報告書等の提出及び閲覧） 

第７条  市民活動を行うものは、市から助

成金の交付、施設の優先的使用等特別な支

援を受けて事業を行うときは、あらかじめ

規則で定める書類を市長に提出しなければ

ならない。 

２  市民活動を行うものは、前項の事業が

終了したときは、規則で定める書類を速や

かに市長に提出しなければならない。 

３  市長は、必要があると認めるときは、

前２項の規定により提出された書類につい

て、当該市民活動を行うものに報告又は説

明を求め、その結果に基づいて必要な措置

を講ずることができる。 

４  市民活動を行うもの及び市長は、規則

の定めるところにより、第１項及び第２項

に規定する書類又はその写しを、一般の閲

覧に供しなければならない。 

  特に規定なし   特に規定なし   特に規定なし   特に規定なし  
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※審議会の公募に関わる部分  

（審議会の公募等）   

横浜市市民活動推進条例 箕面市非営利公益市民活動促進条例 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 横須賀市市民協働推進条例 山口県県民活動促進条例（案）  

  特に規定なし 

 

 

市民参加条例 

（委員の市民公募） 

第７条 市の執行機関は、市民の資格にお

いて附属機関の委員を任命しようとする

場合は、その全部又は一部の委員を公募に

より選考するよう努めなければならない。 

２ 前項の公募の方法については、別に定

める。 

  特に規定なし   特に規定なし 

 

 

  特に規定なし 

 

 

 


